
・今後、建築物省エネ法による規制措置強化が見

込まれています。北海道は戸建住宅の外皮性能

で全国を先導してきましたが、非住宅建築物及

び住宅の一次エネルギー消費量基準への対応状

況等は十分に明らかになっていませんでした。

また、現状、省エネ基準の一般的な計算法※の

対象にならない省エネ技術が数多くあります。

・本研究は、建築物省エネ法の規制措置強化に対

応していくための課題を整理した上で、一般的

な計算法として整備すべき寒冷地の省エネ技術

を抽出し、本道の今後の省エネ目標を提案する

ことを目的としています（図1）。

一般的な計算法として整備すべき寒冷地の省エネ技術は、今後の研究で計算法を検討する予定です。実態把

握の結果や提案した将来目標水準は、道や市町村における省エネ目標策定の基礎資料として活用されます。

Ｂ．一般的な計算法として整備すべき寒冷地
の省エネ技術の抽出
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図1 研究フロー

Ａ．規制措置強化へ対応するための課題の整理

・共同住宅の省エネ基準適合率が低いこと（図

2）、特にRC造賃貸住宅では断熱仕様等の改善

が求められること等を明らかにしました。

・設計した建物の省エネ性能を把握していない設

計事務所や住宅事業者が2～3割程度ある実態を

明らかにしました（図3）。

成 果

地方独立行政法人 北海道立総合研究機構 建築研究本部 Building Research Department, HRO

C．将来目標水準の検討

・実務者の関心が高い省エネ技術（図4）のうち、

省エネ基準における一般的な計算法に含まれて

いない寒冷地の省エネ技術を抽出したところ、

戸建住宅、共同住宅では地中熱ヒートポンプ、

非住宅建築物では自然換気、アースチューブ、

氷冷熱利用がありました。

・将来的なZEH、ZEB化を見据え、現状性能を踏

まえて導入可能な省エネ技術を検討し、省エネ

目標として、再生可能エネルギー導入によらず

現基準からの削減率で非住宅建築物50%、住宅

40%を提案しました（表１）。

１．規制措置強化に対応す
るための課題の整理

・建築物省エネ法に基づく届
け出結果の集計

・実務者アンケート調査

2．一般的な計算法として整
備すべき寒冷地の省エネ
技術の抽出

・省エネ基準で一般的評価の対
象外となる省エネ技術の整理

・実務者アンケート調査

３．将来目標水準の検討
・実務者アンケート調査 ・一次エネルギー消費量の試算
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図２ 建築物省エネ法の届け出結果に基づく
省エネ基準適合率

図3 実務者アンケート調査に基づく
設計した建物の省エネ性能の把握状況
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戸
建
住
宅

-25 %
（断熱・設
備仕様調査
からの推計
中央値） -40 %

・断熱性能の強化
・潜熱回収型、ヒートポ
ンプ等の高効率熱源機

・LED、節湯器具、DC
モーター換気等の導入

・各種省エネ技
術の普及

・省エネ計算に
関する情報周
知

・現在一般的な
計算法ではな
い省エネ技術
の計算法整備

-100 %

・屋根面への太
陽光発電導入

・各種再生可能
エネルギー技
術、省エネ技
術の普及

・蓄電技術、エ
ネルギーの面
的利用技術の
普及

・省エネ基準に
基づく計算に
関する情報周
知

・現在一般的な
計算法ではな
い省エネ技術
の計算法整備

共
同
住
宅

+3 %
（届け出調
査結果の中
央値）

・上記戸建住宅の省
エネ技術の導入

・RC造住宅における
断熱強化 ・屋根面への太

陽光発電導入
・地域の再生可
能エネルギー
導入等

非
住
宅
建
築
物

-27 %
（届け出調
査結果の中
央値）

-50 %

・LED照明、地中熱、高
効率熱源機、放射冷暖
房、タスクアンビエン
ト空調、デシカント空
調、自動調光、高断熱
窓、照明の在室感知、
CO2濃度による換気制
御、庇・ルーバーによ
る日射制御等

表１ 現状及びZEH、ZEB水準と提案した将来目標水準
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図4 各種省エネ技術に対する実務者の関心
（暖冷房に関する技術の例）

※一般的な計算法：省エネ基準における計算法に関する技術情報として公開
され、WEB計算プログラムで対応している計算方法

・アンケート調査（住宅）のみで選択肢とした項目
・アンケート調査（非住宅建築物）のみで選択肢とした項目
・アンケート調査（住宅及び非住宅建築物）で選択肢とした項目（下線なし）
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